








〒

事 項

フ リ ガ ナ

所 在 地 〒 〒

（ 住 所 ）

フ リ ガ ナ

方 書

フ リ ガ ナ

名 称

電 話

〒 〒

備 考

　　　注　　意　　　　　○所在地・方書・名称には誤読をさけるために必ずフリガナを振ってください。

 清 須 市 長  様

　　　　年　　月　　日

1.現年度 2.新年度

名　　  称

係

※
処　理
事　項

特別徴収義務者所在地・名称変更届出書

送 付 先

　　　　年　　月　　日

3.両年度

法人番号

氏名

電話

変 更 前

特別徴収義務者
指 　定 　番 　号所 在 地

変 更 後

※
欄
は

、
届
出
書
に
お
い
て
記
入
す
る
必
要
が
あ
り
ま
せ
ん

。

変更年月日

代表者の
職氏名印

連絡者の係
及び氏名並
び に そ の
電 話 番 号

　　　　　　（               ）               - 　　　　　　（               ）               -

（
特
別
徴
収
義
務
者

）

給
与
支
払
者
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承認申請書
取消届出書

〒 ③

①

（ 宛 先 ）
清須市長様

提出

承認の申請をする場合
⑥ 年 月分 以降の納期に係る市民税・県民税特別徴収税額

⑦ 外 人 外 円 外 人 外 円
人 円 人 円

外 人 外 円 外 人 外 円
人 円 人 円

外 人 外 円 外 人 外 円
人 円 人 円

⑧

取消の届出をする場合
⑨ 年 月分

承認の申請は、特例の適用を受けようとする月の20日までに提出をお願いします。
特例の取消を届出する場合は、速やかに提出してください。

特別徴収税額の納期の特例

②

申

請

者

申請の日前6か月間の各月末の給
与 の 支 払 を 受 け る 者 の 人 員 及 び
各月の支給金額（外書は、臨時雇
用 者 に か か る も の ）     年　　月

（１）現に市税の滞納があり、又は最近におい
て著しい納入遅延の事実がある場合におい
て、それがやむを得ない理由に因るものである
時は、その理由の詳細を記入してください。
（２）申請の日前１か年以内に納期の特例につ
いて、その承認を取り消されたことがある場合
は、その有無及び年月日を記入してください。

年　　　月　　　日

特別徴収義務者
指   定   番   号

     年　  月年　　　月

年　　　月

特別徴収義務
者の住所（居所）

又 は 所 在 地

特別徴収義務者
の氏名又は法人
の名称及び代表
者 の 氏 名 印

⑤ 法 人 番 号

１．地方税法第321条の5の2及び清須市税条例第46条の3の規定により、特別徴収税額の納期の特例について承認の申請をします。
２．清須市税条例第46条の4の規定により、特別徴収税額の納期の特例の取消の届出をします。

年 　　 月      年　  月

特 例 の 取 消 届 出 理 由

１．納期の特例の必要がなくなったため

２．従業員等が１０名以上になったため

３．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

以降の納期に係る市民税・県民税特別徴収税額

④
連
絡
先

電　話

氏　名

係

⑩

特 例 の 適 用 を 受 け よ う と す る 税 額

特 例 の 承 認 を 取 消 届 出 す る 税 額

受 付 印
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特　別　徴　収　切　替　依　頼　書

〒

担　　当

提出 電　　話

法 人 番 号

◎次の納税者について 月分から特別徴収を希望します。

フ リ ガ ナ
年 月 日

通知番号

（注）
1.既に納税通知書の納期限が過ぎている納期分については、特別徴収することはできません。
2.徴収開始月については、原則としてこの依頼書の提出日の翌々月になります。
3.「普通徴収の年税額」「納付済税額」「通知番号」については、納税通知書で確認のうえ記載してください。
4.「法人番号」の欄には、特別徴収義務者の法人番号を記入してください。

この依頼
書に応答
される方
（担当者）

フリガナ

受給者番号

生年月日

納　入　書

所　　属

普通徴収の
年　税　額

所在地 円

氏　　　名

名 称
又 は
代 表 者

特
別
徴
収
義
務
者

（宛先）
清須市長様

所在地

円

要　・　不要

特別徴収義務者
指　 定 　番 　号

　　　　年　　月　　日

納付済税額

（第　　期分まで）

受付印

明・大・昭

平・令
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指　定　通　知　書

　　　　年　　月　　日

ゆうちょ銀行(　　　)店長　

(　　　　　　　)郵便局長

愛知県　清　須　市　長

１． 文 書 番 号 振業　第5001号（名古屋貯金事務センター平成17年4月12日）

２． 口 座 番 号 00830-7-961348

３． 加入者の名称 清須市会計管理者

４． 取りまとめ店 名古屋貯金事務センター

　貴行（局）を地方税法第３２１条の５第４項の規定に基づいて、当市の市民税・県民税
（特別徴収税額）取扱店（局）に指定しましたので通知します。

殿
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 〒　　　 －

年 月 日

　

所
属

月 日

１月１日から４月３０日までの間に退職した者に未徴収がある場合は、一括徴収することが義務づけられています。
※特別徴収義務者用はコピーをお取りください。

給与支払報告
特　別　徴　収 に係る給与所得者異動届出書 年　度 　1. 現年度　　　2. 新年度　　　3. 両年度

注
意

※
右
づ
め
で
必
ず
記
入
し
て
く
だ
さ
い

。

清　須　市　長　殿 給
与
支
払
者

(

特
別
徴
収
義
務
者

)

所　在　地

特別徴収義 務 者
指　　定　　番　　号

１

「
宛
名
番
号

」
の
欄
に
は

、
特
別
徴
収
税
額
通
知
書
に
記
載
さ
れ
た
宛
名
番
号
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い

。

２
転
勤

、
再
就
職
等
に
よ
り
異
動
後
の
転
勤
先
で
引
き
続
き
特
別
徴
収
を
行
う
場
合
に
は

、
前
勤
務
先
で
上
段
の
事
項
を
記
入
し

、
新
勤
務
先

　
に
回
付
願
い
ま
す

。
新
勤
務
先
で
は

、
中
段

（
１
．
特
別
徴
収
継
続
の
場
合

）
の
事
項
を
記
入
し

、
必
要
の
手
続
き
を
済
ま
せ
た
う
え
で

、

　
一
月
一
日
現
在
の
住
所
地

（
課
税
地

）
の
市
区
町
村
長
に
送
付
し
て
く
だ
さ
い

。

３
給
与
支
払
者
の

「
法
人
番
号

」
（
個
人
事
業
主
に
あ

っ
て
は

「
個
人
番
号

」
）
及
び
給
与
所
得
者
の

「
個
人
番
号

」
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い

。

宛　名　番　号

フリガナ 　

連
絡
先

担
当
者

所　属

　令和　　 年 　 月 　 日提出

氏名又は名称 氏　名

個人番号
又は法人番号

← 個人番号の記載に当たっては、
左端を空欄とし右詰めで記載 電　話

（ウ）
未徴収税額
（ア）-（イ）

異動年月日 異動の事由
異動後の未徴収
税額の徴収方法

氏　名

生年月日

フリガナ

（ア）
特別徴収税額

（年税額）

（イ）
徴収済額

個人番号

月まで 月まで

異動後
の住所

1月1日
現在の住所 月

右から
番号を
記入

右から
番号を
記入

　1. 退　職
　2. 転　勤
　3. 休　職 ・ 長　欠
　4. 死　亡
　5. 支払少額・不定期
　6. 合　併 ・ 解　散
　7. そ　の　他

月から 月から

 1.　特別徴収継続の場合
　新しい勤務先へは、月 割 額　　　　　　　　　　　円を

　　　　　　月分　 (翌月１０日納入期限分) から

　徴収し、納入するよう連絡済みです。

新
し
い
勤
務
先

(

特
別
徴
収
義
務
者

)

特別徴収義務者
指   定   番   号

　    新規 法 人 番 号

所 在 地
 〒

日
円 円 円 事由・理由

 1.　特別徴収継続

 2.　一 括 徴 収

 3.　普　通　徴　収
　　 （本 人 納 付）

年

給
 

与
 

所
 

得
 

者

受給者番号

受給者番号

氏名又は名称 電
話

内線  納入書の要否 右から
番号を
記入

1.必要　2.不要

担
当
者
連
絡
先

氏
名

フリガナ

　右から番号
を記入

円
納入します。

(新規の場合のみ記載)

 ２.　一括徴収の場合

徴収予定月日
徴収予定額

(上記(ウ)と同額)

左記の一括徴収した税額は、
理
　
由

１.　異動が令和    年１２月３１日までで、一括徴収の申出があったため
２.  異動が令和    年 １ 月 １ 日以降で、特別徴収の継続の申出がないため

月分　(翌月１０日納入期限分)で

　右から番号
を記入

 ３.　普通徴収の場合 ※
市
町
村
記
入
欄

処理事項

理
　
由

入力 確認
１． 異動が令和　　年１２月３１日までで、一括徴収の申出がないため
２． 令和　　年５月３１日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額 (ウ) 以下であるため
３.　死亡による退職であるため

姓 名
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